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InterRisk Asia Thailand 

 
タイ国民投票の結果と今後の展開 

 

１．はじめに 

 2016 年 8 月 7 日、タイで新憲法草案の賛否を問う国民投票が実施され、94%開票時点の速報（正

式な結果は 8 月 10日に公表予定）では賛成 61.4%、反対 37.9%で可決される見通しとなりました。 

 新憲法草案は、2017 年に予定されている民政復帰後も軍が主体的に政治へ関与できる内容となっ

ており、民主性が大きく後退するとしてタクシン派（タイ貢献党）、反タクシン派（民主党）とも

に反対を表明していましたが、2014 年の軍事クーデター以降、2 年以上に渡って継続している安定

した状態を国民の多くが支持した結果と言えます。 

 今後、2017 年の総選挙に向けて関連法の整備等が進められますが、選挙では圧倒的に有利なタク

シン派は、選挙結果によらず軍が政治へ関与できる新憲法草案により強く反対しており、今まで軍

によって厳しく制限されていた政治運動が再開されると、同派と軍が衝突する可能性も考えられま

す。 

 

２．新憲法草案の概要 

 今回の新憲法草案と過去（1997 年、2007 年）に制定された憲法の比較を下表にまとめます。 

 

表 1 新憲法草案と過去の憲法 

 
1997 年憲法 2007 年憲法 

新憲法草案 

（2016.3.29 公表） 

特徴 
 タイ史上最も民主的な憲法 

 上院、下院とも選挙で選出 

 民主性が後退 

 与党の巨大化を警戒 
 軍の影響が非常に大きい 

首相 下院から選出 下院から選出 下院以外からも選出可能 

上院 
県を 1つの選挙区とする選挙

において選出される 200 名 

公選 77 人＋任命 73 人＝

150 人 

軍主導の任命 244 人+司令官

など 6人＝250 人（5年間暫

定） 

下院 
比例代表選出 100 名＋小選挙

区選出 400 名＝500 名 

比例代表選出 80 名＋中

選挙区選出 400 名＝480

名 

小選挙区比例代表併用制

（多党に議席が配分されや

すい）による 500 名 

 

 

 

16-009 

軍が上院の実権を掌握することで、首相の選出、政党の解散（次ページ「新憲法草案の主なポイ

ント」参照）など、主体的に関与することが可能となる。 
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 新憲法草案の主なポイントは以下の 3 点です。 

  ① 軍が上院の実権を掌握する。 

  ② 首相を下院以外からも選出できるようにすることで、軍関係者が首相に就任することも可能

となる。 

  ③ 政党の解散権限を持つ憲法裁判所の判事を上院が任命することにより、軍が党派間の争いに

対して直接的に関与できる。 

 

 戦後、約 40 年に渡って軍部による強権政治が続いていたタイでは、学生や農民の軍政反対運動

を契機に民主化が進められ、1997 年、タイ史上最も民主的とされる憲法が制定されました。その

後、同憲法に基づき、選挙による民政に完全移行した結果、農民や低所得層に有利な政策を推進す

るタクシン派が台頭し、富裕層を中心とする反タクシン派と 10 年以上に渡って争いが繰り広げら

れています。 

 今後もタクシン派と反タクシン派の対立構造は解消されない可能性が高いことから、今回の新憲

法草案は、民政復帰後においてもクーデターによらず軍が政治的な争いに直接関与できる内容にな

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 新憲法草案を巡る「軍・タクシン派・反タクシン派」の関係 

 

  

【軍】 

 政治への影響力維持を志向 

 タクシン派を警戒 

【タクシン派】 

 「数による政治」を志向 

 軍による締め付けに反発 

【反タクシン派】 

 「質による政治」を志向 

 タクシン派を警戒 

（憲法草案に反対） （憲法草案に強く反対） 

（対立） 



© Copyright of InterRisk Asia (Thailand) Co., Ltd.      Page | 3  

  
 

３．今後の展開 

 今回の国民投票では新憲法草案に加えて首相を下院以外から選出することについても賛否が問わ

れ、賛成 58%（94%開票時点速報）で可決される見通しです。 

 推定投票率は 55%と報道されており、国民の新憲法に対する関心は高くなかったと考えられます

が、今回の国民投票が、1990 年台から推進されてきた民主化の流れを後退させる大きなターニング

ポイントになったことは間違いありません。これは、タイの国民が民主化の後退と引き換えにして

でも社会の安定を望んだ結果とも言えます。 

 一部報道によれば、タクシン派の基盤であるタイ北部においても今回の国民投票では賛成票がほ

ぼ半数に達しており、現時点では大規模な政治活動やデモによる混乱が生じる兆候は見られませ

ん。 

 しかしながら、仮にタクシン派（反独裁民主戦線：UDD）が大規模な抗議やデモを行った場合、

軍が制圧することが予想されます。これはバンコクでも市街戦が繰り広げられ、多数の死傷者が発

生した 2010 年のタイ騒乱と同様の事態であり、大きな混乱もなく終了した今回の国民投票後も、

タクシン派の動きには注意を払う必要があります。 

 

 なお、今後、大規模な混乱が生じる情報、兆候があれば InterRisk Thailand Report で続報を作成す

る予定です。 
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